
 

中島川・寺町地区まちなみ整備助成金交付要綱  

（趣旨）  

第１条  この要綱は、町家等が多く、長崎の和風の文化を色濃く残す

中島川・寺町地区において、町家等を活かした良好なまちなみ整備

を推進するために、予算の定める範囲内において、中島川・寺町地

区まちなみ整備助成金（以下「助成金」という。）を交付すること

に関し、長崎市補助金等交付規則（昭和 63年長崎市規則第 21号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか必要な事項を定めるもの

とする。  

（用語の定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。  

(1) 建築物等  建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第２条第１号

に規定する建築物並びに建築物に付随する柵及び屋外広告物をい

う。  

(2) 所有者等  土地及び建築物等の所有者、当該所有者以外の者で

土地及び建築物等を使用する権利を有する者及びこれらの者から土

地及び建築物等の管理を委託された者をいう。  

(3) 町家等  建築基準法施行以前に建設された伝統的工法による和

風建築物（建築物の外壁を金属板や看板等で改造したものを含

む。）のうち、住宅、商家、邸宅、料亭、長屋、土蔵をいう。  

（交付対象者）  

第３条  助成金の交付の対象となる者は、次の各号に掲げる要件を満

たす者とする。  

(1) 市長が別図に定める区域において、次に掲げる行為のいずれか

を行う者（当該行為を他者に委託して行う者を含む。）であるこ

と。  



 

ア  町家等で伝統的な意匠や形態の維持、保全又は復元を目的とし

て行う行為（公衆が自由に通行可能な道路等から容易に望見でき

る部分の工事を伴わないものは除く。）  

イ  町家等以外の建築物等で町家風外観形成を目的として行う行為

（公衆が自由に通行可能な道路等から容易に望見できる部分の工

事に限る。）  

ウ  新築する建築物等で町家風外観形成を目的として行う行為（公

衆が自由に通行可能な道路等から容易に望見できる部分の工事に

限る。）  

(2) 前号に掲げる行為の対象となる建築物等の所有者等であるこ

と。  

(3) 第１号に掲げる行為の区分に応じ、別表第１の基準を満たす行

為を行う者であること。  

（助成等）  

第４条  助成金の対象経費及び助成の額は、別表第２のとおりとす

る。ただし、助成の額に千円未満の端数があるときは、これを切り

捨てるものとする。  

（交付の申請）  

第５条  規則第３条第１項に規定する市長が定める日は、当該年度の

10月 31日までとする。ただし、市長が特別の理由があると認めると

きは、この限りではない。  

２  交付申請を行おうとする者は、事前に市長とその内容について協

議を行わなければならない。  

３  助成金の交付申請は、１敷地１回限りとする。ただし、市長が特

別の理由があると認めるときは、この限りではない。  

４  助成金の申請をしようとする者は、当該申請時に助成対象行為に

係る仕入れに係る消費税等相当額（助成対象経費に含まれる消費税



 

等相当額のうち、消費税法（昭和 63年法律第 108号）第 30条に規定

する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額

に地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 72条の 83に規定する地方消

費税の税率を乗じて得た金額との合計額に助成率を乗じて得た金額

をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合に

は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時にお

いて、当該助成金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでな

い場合については、この限りではない。  

（申請書に添付すべき書類）  

第６条  規則第３条第１項第５号の規定により申請書に添付すべき書

類は、次のとおりとする。  

(1) 前面道路からの完成イメージ図  

(2) その他申請書の内容確認のために必要な書類  

２  規則第３条第２項の規定により、同条第１項第３号に規定する書

類を省略する。  

（助成の条件）  

第７条  規則第５条第１項第４号の規定による市長が必要と認める事

項は、次のとおりとする。  

(1) 施工者は、長崎市内に住所又は事業所を有する者であること。  

(2) 助成金の交付を受ける者は、助成金に係る経費の収支の状況を

明らかにする帳簿及び関係書類等を備え、これを助成事業が完了し

た日の属する年度の翌年度から５年間保管すること。  

(3) 助成の対象となつた建築物等の所有者等は、行為の完了後 10年

間は当該意匠、形態を保全し、当該建築物等の適正な管理に努める

こと。  

(4) 助成を受けた建築物等の現状をやむを得ず変更しようとすると

きは、あらかじめ助成建築物等現状変更届出書（第１号様式）を提



 

出すること。また、その行為を完了又は中止したときは、助成建築

物等現状変更完了（中止）届出書（第２号様式）を提出すること。  

(5) 助成の対象となつた建築物の所有権その他の権利を移転しよう

とするときは、新たな所有者へ前３号に規定する助成の条件による

義務を継承するとともに、所有権等変更届出書（第３号様式）を、

あらかじめ、市長に提出すること。  

(6) 財産処分の制限等  

ア  助成事業者等は、規則第 19条の規定による承認を受けよう

とする場合は、財産処分承認申請書（第６号様式）を市長

に提出しなければならない。  

イ  市長は、規則第 19条の規定による承認をする場合は、当該

事業を所管する省庁の取扱いに準じて、助成金等の全部又

は一部に相当する金額を市に納付させることができる。  

ウ  規則第 19条ただし書に規定する市長が別に定める期間は、

助成金の交付の日から 10年間とする。ただし、災害若しく

は火災により使用できなくなった場合又は立地上若しくは

構造上危険な状態になった場合の取壊し又は廃棄について

は、この限りでない。  

（申請の取下げ）  

第８条  規則第７条の規定による申請の取下げは、補助金等交付決定

通知書を受領した日から 10日以内に市長に提出するものとする。  

（実績報告書）  

第９条  規則第 12条に規定する補助事業等実績報告書は、当該助成の

対象となる行為の完了の日から 20日以内又は当該年度の３月 15日の

いずれか早い日までに市長に提出するものとする。  

（実績報告書に添付すべき書類）  

第 10条  規則第 12条第２号の規定により実績報告書に添付すべき書類



 

は、次の各号とする。ただし、市長が特に必要がないと認める場合

は、この限りではない。  

(1) 完成後のカラー写真  

(2) 契約書の写し  

(3) その他市長が必要と認める書類  

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う助成金の

返還）  

第 11条  第５条第４項ただし書の規定により助成金の交付申請をした

交付対象者は、当該助成金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明

らかである場合には、これを助成金の額から減額して実績報告をす

るとともに、仕入れに係る消費税等相当額報告書（第４号様式）に

より報告しなければならない。ただし、規則第 12条に規定する実績

報告書を提出した後において仕入れに係る消費税等相当額が確定し

た場合には、仕入れに係る消費税等相当額報告書により速やかに市

長に報告しなければならない。この場合において、市長は当該金額

の返還を命ずるものとする。  

（事業完了後の提出書類）  

第 12条  助成金の交付を受けた者は、当該助成金に係る対象事業の領

収書の写しを、助成金の受領日から５日以内に提出しなければなら

ない。ただし、市長が特に必要がないと認める場合は、この限りで

はない。  

（財産処分の制限）  

第 13条  規則第 19条本文に規定する市長の承認を受けようとする者

は、財産処分承認申請  

書（第 5号様式）を市長に提出しなければならない。  

２  規則第 19条ただし書きに規定する別に定める期間は、 10年とす

る。  



 

（委任）  

第 14条  この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事

項は、別に定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成 22年８月 13日から施行する。  

 （この要綱の失効）  

２  この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに補助金の交付の決定を受けたものに係るこの要綱の

規定については、同日以降も、なおその効力を有する。  

附  則（平成 23年６月 29日告示 500号）  

この要綱は、平成 23年６月 29日から施行する。  

附  則（平成 28年３月 31日告示 193号）  

この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。  

附  則（平成 28年６月 15日告示第 483号）  

この要綱は、平成 28年６月 15日から施行する。  

  附  則（平成 31年４月 26日告示第 283号）  

この要綱は、平成 31年４月 26日から施行する。  

  附  則（令和２年４月７日告示第 202号）  

この要綱は、令和２年４月７日から施行する。  

  附  則（令和３年４月５日告示第 309号）  

 （施行期日）  

１  この要綱は、告示の日から施行する。  

（経過措置）  

２  第１条の規定による改正前の中島川・寺町地区まちなみ整備助成

金交付要綱に定める様式による用紙及び第２条の規定による改正前

の長崎市まちなか賑わいづくり活動支援補助金交付要綱に定める様



 

式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができ

る。  

 附  則（令和５年３月 28日告示第 111号）  

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第２項

の改正規定は、告示の日から施行する。  



 

別表第１（第３条関係）  

第 3条

第 1号

アに

定め

る行

為の

基準  

行為の対象  行為の基準  

建築物等  ・伝統的和風建築様式による和の風情ある意匠又は形態

を保全又は形成すること。  

・既存の町家等の建設当初の意匠及び形態を尊重し、で

きる限り、復元に努めるものとすること。  

  

 屋外広告物  

（看板）  

・看板の幅は建物の間口に調和した規模とし、素材は

木、鉄等の落ち着いた素材感を持つものとすること。  

・色彩や意匠は落ち着いたものとすること。  

設備機器等  ・エアコン室外機等の設備機器は、通りから直接見えな

い位置に配置するか、目立たないよう木製の格子等で

隠ぺいすること。  

色彩  ・色彩は、白、黒または落ち着いた茶系色等、自然な素

材色や低彩度色を基調とすること。  

第 3条

第 1号

イ及

びウ

に定

める

行為

の基

準  

行為の対象  行為の基準  

建築物等  ・町家等の意匠に調和した外観とし、和の風情あるたた

ずまいを形成すること。    

 屋外広告物  

（看板）  

・看板の幅は建物の間口に調和した規模とし、素材は

木、鉄等の落ち着いた素材感を持つものとすること。  

・色彩や意匠は落ち着いたものとすること。  

設備機器等  ・エアコン室外機等の設備機器は、通りから直接見えな

い位置に配置するか、目立たないよう木製の格子等で

隠ぺいすること。  

色彩  ・色彩は、白、黒または落ち着いた茶系色等、自然な素

材色や低彩度色を基調とすること。  

 



 

別表第２（第４条関係）  

第 3条

第 1号

アに

定め

る行

為に

係る

助成

金  

助成  

対象  

助成対象経費  助成率  項目ごとの

助成限度額  

全体の助成

限度額  

建築物

等に係

わる行

為  

基本設計及び実施設計に係る経

費のうち外観にかかる経費  

3分の 1 100万円  600万円  

建築物等（門、塀及び柵を除く。）

の工事費のうち外観に係る経費  

2分の 1 400万円  

建築設備の隠ぺい等の工事に係

る経費  

2分の 1 50万円  

屋外広告物の設置等に係る経費  2分の 1 50万円  

防火仕様の改善及び構造補強工

事に係る経費並びにこれらに付

随する内部修繕に係る経費  

2分の 1 200万円  

門、塀及び柵の工事に係る経費  3分の 1 100万円  

備考  建物全体の耐震診断、耐震設計及び耐震改修に係る経費は、助成

の対象外とする。  

第 3条

第 1号

イに

定め

る行

為に

係る

助成

金  

助成  

対象  

助成対象経費（公衆が自由に通

行可能な道路等から容易に望見

できる部分に係る経費に限る。） 

助成率  項目ごとの  

助成限度額  

全体の助成

限度額  

建築物

等に係

わる行

為  

基本設計及び実施設計に係る経

費のうち外観にかかる経費  

3分の 1 50万円  

 

200万円  

（ 300万円）  

建築物等（門、塀及び柵を除く。）

の工事費のうち外観に係る経費  

2分の 1 200万円  

 

建築設備の隠ぺい等の工事に係

る経費  

2分の 1 25万円  

 



 

屋外広告物の設置等に係る経費  2分の 1 25万円  

 

門、塀及び柵の工事に係る経費  3分の 1 50万円  

 

備考  備考  （  ）内の金額は、別図の景観まちすじ・まちかど（長崎

市景観計画（平成２３年４月策定）に定めるものをいう。）に該当す

る場合に適用する。  

第 3条

第 1号

ウに

定め

る行

為に

係る

助成

金  

助成  

対象  

助成対象経費（公衆が自由に通

行可能な道路等から容易に望見

できる部分に係る経費に限る。） 

助成率  項目ごとの  

助成限度額  

全体の助成

限度額  

建築物

等に係

わる行

為  

基本設計及び実施設計に係る経

費のうち外観にかかる経費  

3分の 1 50万円  

 

100万円  

（ 200万円）  

建築物等（門、塀及び柵を除く。）

の工事費のうち外観に係る経費  

2分の 1 100万円  

 

建築設備の隠ぺい等の工事に係

る経費  

2分の 1 25万円  

 

屋外広告物の設置等に係る経費  2分の 1 25万円  

 

門、塀及び柵の工事に係る経費  3分の 1 25万円  

 

備考  （  ）内の金額は、別図の景観まちすじ・まちかど（長崎市景観

計画（平成２３年４月策定）に定めるものをいう。）に該当する場合

に適用する。  



 

 



 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別図 助成対象区域

 


